
 

 

第２次厚沢部町地球温暖化対策実行計画 

（事務事業編） 

２０２３年度～２０２７年度 

 

 

 

２０２３年 3 月 

（２０２５年４月改定） 

厚沢部町 

 

 

 



 

目次           
 
第１章 計画策定の背景 .................................................................................................... 1 

気候変動の影響 ···························································································· 1 

国際的な動向 ······························································································· 2 

国内の動向 ·································································································· 2 

厚沢部町の動向 ···························································································· 3 

地球温暖化対策実行計画・厚沢部町カーボンニュートラルビジョン ························· 3 

厚沢部町ゼロカーボンシティ宣言······································································ 4 

その他の取組み ····························································································· 5 

第２章 計画の基本的事項 ................................................................................................. 6 

計画策定の目的 ···························································································· 6 

対象とする範囲 ···························································································· 6 

対象とする温室効果ガス ················································································· 8 

計画期間 ····································································································· 9 

上位計画及び関連計画との位置付け ·································································· 9 

第３章 CO₂の排出状況 .................................................................................................. 10 

CO₂排出量の算定方法 ·················································································· 10 

2013 年度（基準年度）の CO₂排出量 ······························································ 10 

2021 年度の CO₂総排出量 ············································································ 12 

2013 年度と 2021 年度の CO₂排出量の比較と検討 ············································· 14 

第４章 CO₂の排出削減目標 ........................................................................................... 16 

目標設定の考え方 ······················································································· 16 

CO₂の削減目標 ·························································································· 16 

第５章 目標達成に向けた取組 ........................................................................................ 17 

取組の基本方針 ·························································································· 17 

具体的な取組内容 ······················································································· 17 

第６章 進捗管理体制と進捗状況の公表 .......................................................................... 19 

推進体制 ··································································································· 19 

進捗管理の実施体制・方針 ············································································ 19 

 

 

 



1 
 

図 1 地球温暖化のしくみ 

図 2 世界平均気温の変化予測 

第１章  計画策定の背景

 気候変動の影響 
地球温暖化は、人間の産業活動

等によって排出された二酸化炭
素などの温室効果ガスが増加し、
これに伴って太陽からの日射や
地表面から放射する熱の一部が
バランスを超えて温室効果ガス
に吸収されることにより、地表面
の大気や海洋の平均温度が上昇
する現象です。その具体的な影響
として、豪雨や干ばつなどの異常
気象の増加、生態系への影響や砂
漠化の進行、農業生産や水資源へ
の影響が挙げられ、私たちの生活
基盤を揺るがす「気候危機」が起
きています。 

2021 年８月には、気候変動に
関する政府間パネル（IPCC）第６
次評価報告書第１作業部会報告
書政策決定者向け要約が公表さ
れ、同報告書では、人間の影響が
大気、海洋及び陸域を温暖化させ
てきたことには疑う余地がない
こと、大気、海洋、雪氷圏及び生
物圏において、広範囲かつ急速な
変化が現れていること、気候シス
テムの多くの変化（極端な高温や
大雨の頻度と強度の増加、いくつ
かの地域における強い熱帯低気
圧の割合の増加等）は、地球温暖
化の進行に直接関係して拡大す
ることが示されました。 
 

出典:全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト 

 〈https://www.jccca.org/〉 
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 国際的な動向 
2015 年 11 月から 12 月にかけて、

フランス・パリにおいて、COP21 が
開催され、京都議定書以来 18 年ぶり
の新たな法的拘束力のある国際的な
合意文書となるパリ協定が採択され
ました。国際条約として初めて「世界
的な平均気温上昇を産業革命以前に
比べて 2℃より十分低く保つととも
に、1.5℃に抑える努力を追求するこ
と」などが掲げられました。 

2018 年に公表された IPCC の
「1.5℃特別報告書」によると、世界
全体の平均気温の上昇を、２℃を十
分下回り、1.5℃の水準に抑えるため
には、CO2 排出量を 2050 年頃に正
味ゼロとすることが必要とされてい
ます。この報告書を受け、世界各国で、
2050 年までのカーボンニュートラル
を目標として掲げる動きが広がりまし
た。 

 
 国内の動向 
2020 年 10 月、我が国は、2050 年

までに、温室効果ガスの排出を全体と
してゼロにする、すなわち、「2050 年
カーボンニュートラル」を目指すこと
を宣言しました。翌 2021 年 4 月、地
球温暖化対策推進本部において、2030
年度の温室効果ガスの削減目標を
2013 年度比 46％削減することとし、
さらに、50 パーセントの高みに向けて、
挑戦を続けていく旨が公表されました。 

               

図 3 各国の削減目標 

出典:全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト 

 〈https://www.jccca.org/〉 

表 1 国内外の主な動向 
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 厚沢部町の動向 
4.1 地球温暖化対策実行計画・厚沢部町カーボンニュートラルビジョン 

本町においては、2013 年 12 月に「第１次厚沢部町地球温暖化対策実行計画（平成 25 年
度～平成 29 年度）」（以下、「第１次計画」といいます。）を地球温暖化対策の推進に関する
法律に基づき策定し、町の事務及び事業における温室効果ガスの排出を抑制するための取
組を実践し、地球温暖化対策の推進を図ってきました。 

今回、第 1 次計画の計画期間が終結していること踏まえて、本町が掲げる温室効果ガス
削減目標の達成に向け、検証や評価の体制を確立し、より一層取組を強化するため、新たに
「第 2 次厚沢部町地球温暖化対策実行計画（事務事業編）（2023 年度～2027 年度）」を策
定しています。  

また、2022 年 9 月には、「厚沢部町カーボンニュートラルビジョン」を策定し、2050 年
までの脱炭素社会を見据え、地域における再生可能エネルギーポテンシャルや将来のエネ
ルギー消費量などを踏まえた導入目標を策定し、その目標を実現するための具体的施策等
を検討しました。これを踏まえて、2023 年 3 月には、「厚沢部町地球温暖化対策実行計画
（区域施策編）」を策定し、「地球温暖化対策計画」に即して本町における温室効果ガス排出
量の削減等を行うための施策に関する事項を定めました。 

 
表 2 厚沢部町における再エネ導入目標 

 
出典:厚沢部町カーボンニュートラルビジョン（2022 年 9 月） 
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4.2 厚沢部町ゼロカーボンシティ宣言 
 気候変動の影響や国内外での地球温暖化対策の動向を受け、2023 年 1 月 1 日にゼロカ
ーボンシティ宣言を行いました。豊かな自然を次世代に継承し、一人ひとりが安心して暮ら
せる「世界一素敵な過疎のまち」を目指していくため、2030 年までに二酸化炭素排出量実
質ゼロの達成を目指す宣言内容となっています。 
 

図 4 厚沢部町ゼロカーボンシティ宣言 
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4.3 その他の取組み 
（１） 北海道ガス㈱との連携協定締結 

2022 年 6 月、地域に賦存する水力、太陽光などのエネルギーの地産地消を促進し、基幹
産業である農業振興を中心に町の活性化を進め「次代へつなぐ活力のある産業のまちづく
り」「安全・安心・快適なまちづくり」を進めることを目的とし、北海道ガス㈱と連携協定
を締結しました。連携事項は以下の通りです。 
1. 農業用ダムである鶉ダムを活用した小水力発電の開発、活用に関すること 
2. 町の遊休地などを活用した太陽光発電の開発、活用に関すること 
3. 地産の再生可能エネルギー電源による電力の地産池消を実現する地域新電力会社の設

立、運営に関すること 
4. 地域に賦存する未利用エネルギーの活用による地域産業の振興に関すること 
 
（２） 地域新電力会社の設立 

エネルギーの域内循環を目的に、素敵な過疎づくり㈱、北海道ガス㈱及び町内事業者と連
携し、2023 年度に地域新電力会社を設立します。設立後は再生可能エネルギー発電設備の
導入や蓄電池を設置し、発電事業とともに再エネ発電による電力の余剰分の町内への供給
を行う予定であり、2022 年度に先行して地域新電力会社に関する町民説明会を実施しまし
た。 
 
（３） 再生可能エネルギー導入の検討 

地域に賦存するエネルギー資源を有効に活用するため、公共施設の屋根上や遊休地への
太陽光発電の導入、鶉ダムへの中小水力発電の導入、農地や景観に影響を与えない遊休地へ
の国産小型風力発電の将来的な導入等を検討中です。太陽光発電と国産小型風力発電の導
入に関しては 2022 年度に先行して町民説明会を実施しました。  
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第２章  計画の基本的事項 

 計画策定の目的 
第 2 次厚沢部町地球温暖化対策実行計画（事務事業編）（以下「本計画」といいます。）

は、地球温暖化対策の推進に関する法律（以下「法」といいます。）第 21 条第 1 項に基づ
き、地球温暖化対策計画に即して、厚沢部町が実施している事務及び事業に関し、再生可能
エネルギーの活用や省エネルギー・省資源などの取組を推進し、温室効果ガスの排出量を削
減することを目的として策定するものです。 

 
 対象とする範囲 
本計画の対象範囲は、厚沢部町の全ての事務・事業とします。対象とする機関及び施設は

第１次計画以降に機構改革を行ったことや保育所を廃止し認定こども園に統合したことな
どから、下記のとおり整理を行い、第 1 次計画よりも対象範囲を拡大し推計しています。 

なお、外部への委託、指定管理者制度等により実施する事業等についても、地球温暖化対
策計画に基づき、受託者等に対して可能な限り温室効果ガスの排出の削減等の取組（措置）
を講ずるよう要請していきます。 
 

表 3 対象施設一覧 

総務財政課 役場庁舎  
公用車 

政策推進課 移住交流センター 
上里移住体験住宅 
道の駅あっさぶ（24 時間トイレ含む） 
土橋自然観察教育林（レクの森） 
鶉ダムオートキャンプ場 
まちなか交流センター 
うずら温泉宿泊施設 
公用車 

保健福祉課 保健福祉総合センター  
認定こども園はぜる 
高齢者生活支援寮 
公営塾 
公用車 

農林課 農業活性化センター 
鶉ダム基幹水利施設 
公用車 
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建設水道課 各地区集会施設  
（鶉地区多目的研修センター・館地域振興センター・美和ふれあいセンター・

富栄ふれあいセンター・清水ふれあいセンター・赤沼町ふれあいセンター・
鶉ふれあいセンター・相和ふれあいセンター・木間内ふれあいセンター・ 
富里ふれあいセンター・新栄ふれあいセンター・ 
南館城丘ふれあいセンター・当路ふれあいセンター・ 
緑町コミュニティセンター・上里ふれあい交流センター・ 
松園町寿の家・滝野寿の家) 

館地区憩いの家 
排水処理場 
（厚沢部地区農業集落排水終末処理場・緑町地区農業集落排水処理施設・

赤沼地区農業集落排水処理施設・館町農業集落排水処理施設） 
ひまわりの丘公園 
農村広場 
（鶉地区・館地区ふれあい公園） 
公用車・除雪作業車 

教育委員会 総合体育館  
総合グラウンド 
図書館・郷土資料館  
町民プール  
スキー場 
多目的広場・パークゴルフ場 
厚沢部小学校・鶉小学校・館小学校  
厚沢部中学校 
総合給食センター 
公用車・バス 

国保病院 国保病院 

消防署 消防庁舎・分遣所・格納庫  
緊急車両 

                     ※赤字は本計画から対象となった施設 
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 対象とする温室効果ガス 
 事務事業編の対象とする温室効果ガスは、法第 2 条第 3 項に掲載されている 7 種類のガ
スです。このうち、事務事業編で「温室効果ガス総排出量」の算定対象とする温室効果ガス
は、法施行令第 3 条第 1 項に基づき、三フッ化窒素を除く二酸化炭素、メタン、一酸化二
窒素、ハイドロフルオロカーボン、パーフルオロカーボン、六ふっ化硫黄の６種類となりま
す。 

厚沢部町では、特定業者が家庭ごみを収集し処理していることや町の事務及び事業の規
模を鑑み、対象とする温室効果ガスは第 1 次計画と同様、二酸化炭素（以下、「CO₂」とす
る）のみとします。 

 
表 4 温室効果ガスの特徴 

出典:全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト  
〈https://www.jccca.org/〉            
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 計画期間 
本計画は基準年度を 2013 年度とし、2023 度から 2030 年度末までを計画期間としま

す。また、計画開始から 5 年後の 2027 年度に、計画の見直しを行います。 
なお、前計画では基準年度を 2011 年度としていましたが、地球温暖化対策計画において

基準年度を 2013 年度としていることから、基準年度を変更しています。 
 

図 5 計画期間のイメージ 

項 目 
年 度 

2013  2023 2024 2025 2026 2027  2030 
H25 ･･･ R5 R6 R7 R8 R9 ･･･ R12 

期間中の事項 基準 
年度  計画 

開始    計画 
見直し  目標 

年度 

計画期間          

 
 上位計画及び関連計画との位置付け 
本計画は、法及び地球温暖化対策計画に即した上で、「第 6 次厚沢部町総合計画」「厚沢

部町カーボンニュートラルビジョン」などの町の上位計画や関連計画との整合・連携を図り
ながら策定を行いました。 

 
図 6 厚沢部町事務事業編の位置付け 

 
 

 

法律に基づき
策定

第6次厚沢部町総合計画

厚沢部町カーボンニュートラルビジョン

計画に基づき策定 整合・連携

区域施策編

事務事業編

厚沢部町

第2期厚沢部町まち・ひと・
しごと創生総合戦略

厚沢部町過疎地域
持続的発展市町村計画

厚沢部町
地球温暖化対策実行計画

2050年カーボンニュートラルを基本理念として法に位置づけ
国

改正地球温暖化対策推進法

地球温暖化対策計画

第7次厚沢部町
農業発展計画
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第３章  CO₂の排出状況 

 CO₂排出量の算定方法 
CO₂総排出量は、環境省のマニュアル及びガイドラインに準拠し算定します。  
また、本計画で用いる CO₂の排出係数は、法施行令に基づく排出係数を活用し、電気の使

用に伴う排出については、環境省にて公表されている電気事業者別排出係数を使用します。 
 
 2013 年度（基準年度）の CO₂排出量 
厚沢部町の事務・事業に伴う CO₂排出量は、基準年度である 2013 年度において、

2,669.925t-CO2 となっています。 
 

表 5 2013 年度における燃料種別及び電気使用での CO₂排出量 

 
 

  

排出係数
（t-CO₂/使用量

単位）

CO₂
総排出量

（t-CO₂）

割 合

１５,５４５.５２ ﾘｯﾄﾙ ０.００２３２ ３６.０６６ 1.4%

公共施設 ４,４９８.３１ ﾘｯﾄﾙ ０.００２３２ １０.４３６ 0.4%

公用車 １１,０４７.２１ ﾘｯﾄﾙ ０.００２３２ ２５.６３０ 1.0%

１２４,１３７ ﾘｯﾄﾙ ０.００２４９ ３０９.１０１ 11.6%

２４,１５９.７８ ﾘｯﾄﾙ ０.００２５８ ６２.３３２ 2.3%

公共施設 ８,６８６.８０ ﾘｯﾄﾙ ０.００２５８ ２２.４１２ 0.8%

公用車 １５,４７２.９８ ﾘｯﾄﾙ ０.００２５８ ３９.９２０ 1.5%

２５６,２６０.７ ﾘｯﾄﾙ ０.００２７１ ６９４.４６６ 26.0%

２,１２８ ㎥ ０.００６５４ １３.９１７ 0.5%

― ― １,１１５.８８２ 41.8%
電
気 ２,２５８,７８４ kWh ０.０００６８８ １,５５４.０４３ 58.2%

２,６６９.９２５ 100.0%合  計

北海道電力

区 分 使 用 量

燃
料

ガ ソ リ ン

灯 油

軽 油

A 重 油

液化天然ガス（LPG）

合 計
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図 7 2013 年度における CO₂排出量割合 

  
 

図 8 2013 年度における主要施設等の CO₂排出量 
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 2021 年度の CO₂総排出量 
2021 年度における CO₂排出量は 2,978.887t-CO2 となっており、排出状況は下記のと

おりです。 
 

表 6 2021 年度における燃料種別及び電気使用での CO₂排出量 

 
 

図 9 2021 年度における CO₂排出量割合 

 
  

排出係数
（t-CO₂/使用量

単位）

CO₂
総排出量

（t-CO₂）
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１７,１０３.４０ ﾘｯﾄﾙ ０.００２３２ ３９.６８０ 1.3%

公共施設 ８,６４０.９２ ﾘｯﾄﾙ ０.００２３２ ２０.０４７ 0.7%

公用車 ８,４６２.４８ ﾘｯﾄﾙ ０.００２３２ １９.６３３ 0.6%

１８９,５８１ ﾘｯﾄﾙ ０.００２４９ ４７２.０５７ 15.8%

３０,９２３.４７ ﾘｯﾄﾙ ０.００２５８ ７９.７８２ 2.7%

公共施設 ８,５１６.００ ﾘｯﾄﾙ ０.００２５８ ２１.９７１ 0.7%

公用車 ２２,４０７.４７ ﾘｯﾄﾙ ０.００２５８ ５７.８１１ 2.0%

２３０,３６３ ﾘｯﾄﾙ ０.００２７１ ６２４.２８４ 21.0%

１３,１０８.４ ㎥ ０.００６５４ ８５.７２９ 2.9%

― ― １,３０１.５３２ 43.7%

１,５０９,５４０ kWh ０.０００６０１ ９０７.２３４ 30.5%

９８７,９０１ kWh ０.０００４９９ ４９２.９６３ 16.5%

２６１,０５５ kWh ０.０００５０７ １３２.３５５ 4.4%

１７４,４３７ kWh ０.０００４７８ ８３.３８１ 2.8%

１１９,９６４ kWh ０.０００５１２ ６１.４２２ 2.1%

３,０５２,８９７ kWh ― １,６７７.３５５ 56.3%

２,９７８.８８７ 100.0%

北海道電力

合  計

アシストワンエナジー
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電
気

合 計
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図 10 2021 年度における主要施設等の CO₂排出量 
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 2013 年度と 2021 年度の CO₂排出量の比較と検討 
基準年度以降３か年度（2013 年度～2015 年度）及び 2021 年度の CO₂排出量は下記の

とおり比較することができます。 
 

図 11 厚沢部町の事務・事業に伴う CO₂排出量の推移 

 
 

対象施設の範囲を拡大し推計したため、CO₂排出量が大きく増加していますが、施設別の
増減を下記のとおり整理しました。 

 
① 増加要因 

 ・うずら温泉では、2014 年度に木質チップボイラーを導入し、A 重油の削減を推進して
きましたが、2021 度においては、チップ供給施設の火災等により供給を受けることが
できず、基準年度と比べ A 重油の使用量の増加に伴い CO₂排出量も増加しています。 

  ※2013 年度:84,000ℓ→2021 年度:87,000ℓ、3,000ℓ（8.13t-CO2）の増加 
 

・上里ふれあい交流センターは 2017 年度に集会施設と温泉施設が一体となった施設と
してリニューアルされたため、灯油等の使用が増加し、基準年度に比べ CO₂排出量が
増加しています。 

 ※2013 年度:86.08t-CO2→2021 年度:190.17t-CO2、104.09t-CO2 の増加 
 
・総合給食センターが 2017 年度に開設されたことを受け、168.5t-CO₂の排出量が増加

しています。 
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 ② 減少要因 
・2016 年度に美和小学校が廃校、2017 年度に鶉中学校及び館中学校が廃校、2018 年

度に 3 か所の保育所が廃園となり認定こども園に統合されたことにより、保育所・認
定こども園及び小学校においては微増ではあるものの、中学校において減少となった
ため、結果として保育施設と教育施設を合計した CO₂排出量は減少しています。（図 8） 

 
 ・国保病院、保健福祉総合センター、郷土資料館・図書館・総合体育館及び厚沢部地区農

業集落排水終末処理場では、排出係数の小さい電力会社に切り替えたことで、電気使用
に伴う CO₂排出量を削減しています。（図 9） 

    

図 12 保育施設・教育施設の CO₂排出量の比較 

 
 

図 13 電気の使用による CO₂排出量の比較 
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第４章 CO₂の排出削減目標 

 目標設定の考え方 
厚沢部町における事務事業に係る 2030 年度の CO₂排出量の削減目標は、地球温暖化対

策計画において我が国の中期目標として「温室効果ガスを 2013 年度から 46％削減するこ
とを目指し、さらに、50％の高みに向け挑戦を続けていく」ことが掲げられたことを踏ま
え、政府目標である 50％削減を上回るペースで脱炭素社会に向けた取り組みを推し進めて
いくこととします。 
 

 CO₂の削減目標 
基準年度（2013 年度）比で、本計画の見直し年度（2027 年度）に 25％減、目標年度

（2030 年度）に 55％削減することを目標とします。 
 

表 7 CO₂の削減目標 

項 目 基準年度 
（2013 年度） 

現状値 
（2021 年度） 

計画見直し年度 
（2027 年度） 

目標年度 
（2030 年度） 

CO₂排出量 2,669.925 
t-CO2 

2978.887 
t-CO2 

2002.444 
t-CO2 

1201.466 
t-CO2 

削減率 － ▲11.5％ 25％ 55％ 
 

図 14 CO₂排出量の削減目標値 
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第５章 目標達成に向けた取組 

 取組の基本方針 
CO₂排出量の削減に向けて３つの基本方針を定め、実行していきます。 
①再生可能エネルギーの最大限の利活用及び導入推進 
②施設・公用車の省エネルギー化の促進 
③日常の事務・事業における意識改革 
 
 具体的な取組内容 
①再生可能エネルギーの最大限の利活用及び導入推進 
(ア) 公共施設の屋根上や遊休地に太陽光パネルを設置し、自家消費及び自営線による近

隣公共施設への供給を実現していくことで、環境負荷のない再エネ電源の活用を推
進していきます。 

(イ) 公共施設の電気契約を地域新電力会社に切り替え、地域の再生可能エネルギーで発
電された電力を活用し、2030 年度までに調達する電力の 100％を再エネ電力とする
ことで、二酸化炭素排出量を削減していきます。 

(ウ) 地域資源である木質チップを活用した木質チップボイラーを積極的に公共施設に導
入していくことで、化石燃料の使用を避け、CO₂排出量の削減を目指していきます。 

(エ) 第３セクターが管理・運営する公共的施設等における太陽光パネル等の再エネ電源
の導入にあたり、町から補助金を交付し、第３セクターにおける事業の脱炭素化や安
定した経営への支援を行います。 

 
②施設・公用車の省エネルギー化の促進 
(ア) 2030 年度までに 5 施設に高効率空調設備・外皮断熱を導入することで、改修 ZEB*

化を推し進めていきます。今後予定する新築事業については原則 ZEB Oriented 相
当以上とし、2030 年度までに新築建築物の平均で ZEB Ready 相当とします。 

(イ) 全公共施設・街路灯等を対象に消費電力の少ない LED 照明を導入していきます。 
(ウ) 2030 年度までに 6 台の公用車を EV（電気自動車）または PHEV（プラグインハイ

ブリッド自動車）に転換します。また、2040 年度までには代替可能な電動車がない
場合等を除き、全ての公用車を EV に切り替えていくことで、燃料による二酸化炭素
排出量を削減していきます。 

 
 ③日常の事務・事業における意識改革 
(ア) 職員に対する研修や庁内 LAN を活用した情報提供を通じて、職員への意識啓発を進

め、省エネルギー・節電等の取組を定着させます。 
(イ) 事務用紙やトナーカートリッジ等の物品購入の際には、環境負荷ができる限り少な

いものを選んで購入するグリーン購入に努めます。 
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(ウ) 不要箇所の消灯や離席時にパソコンをスリープモードにするなど、電気使用量の削
減に努めます。 

(エ) 暖冷房は、職員等の健康に支障のないよう適正な温度管理を行い、燃料使用量の削減
に努めます。 

(オ) クールビズ・ウォームビズに取り組み、職場における冷暖房使用量を削減します。 
(カ) 公用車の空ふかし、急発進、急加速、不要なアイドリングを避け、エコドライブをす

ることで、燃費の向上に努めます。 
(キ) 省資源やリサイクルを心掛け、無駄のない資源の活用を推進します。 

 
 
*ZEB について 

 
  出典:環境省「ZEB PORTAL」〈https://www.env.go.jp/earth/zeb/detail/01.html〉 
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第６章 進捗管理体制と進捗状況の公表 

 推進体制 
本計画の推進、進捗状況の把握及び見直しを行うために、町⾧を本部⾧、副町⾧及び教育

⾧を副本部⾧、各課⾧等を推進責任者とする「厚沢部町ゼロカーボン推進本部会議」を設置
し、全庁横断的に事業を展開していきます。 

また、政策推進課及び地域新電力会社の（株）ハチャムを事務局、連携協定を締結してい
る北海道ガス㈱、学識経験者、素敵な過疎づくり（株）、厚沢部町建設協会、新函館農業協
同組合、厚沢部土地改良区、及び地域住民を委員とする「厚沢部町ゼロカーボン推進協議会」
を設置し、脱炭素に向けた具体的な施策の検討を行います。 
 

 進捗管理の実施体制・方針 
ゼロカーボン推進本部会議は、随時、各課からの進捗状況を取りまとめ、ゼロカーボン推

進協議会に報告し、協議会から受けた施策の審議及び提言の内容をフィードバックしてい
くことで、脱炭素化に向けた取組を加速化していきます。各年度末には進捗状況や施策の成
果を町議会に報告するとともに、町ＨＰなどに掲載することで、町民からの意見を収集し取
組に反映していきます。 
 

図 15 厚沢部町事務事業編の推進体制 

 


